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平成２９年 ２月１５日 

～平成２９年度災害時の協力会社の公募について～

＜ 災害発生時に迅速かつ確実な災害支援活動を行うために ＞ 

＜目的＞ 

国土交通省九州技術事務所では、災害発生時に使用する災害対策用機械機器を保有しており、九州

地方整備局管内及び他の地方整備局等において、災害が発生した場合の災害支援活動を行っておりま

す。 

このたび、災害発生時に迅速で的確な災害支援活動が行えるよう建設業者、建設コンサルタント等

の協力を得るため、一定の参加資格を有する会社を広く公募し、平成２９年度の「災害時における災

害対策用機械の出動等に関する基本協定」（協定１）、「災害時における応急対策業務に関する基本

協定」（協定２）及び「災害時における無人化施工の現場マネジメントに関する基本協定」（協定３

）の締結会社を募集することとしました。 

  記 

＜主な内容＞ 

「災害時における災害対策用機械の出動等に関する基本協定」（協定１）

１）九州技術事務所が保有する災害対策用機械機器（以下、「災対機械等」という。）の運搬、

設置、操作、資機材等の運搬、分解組立型バックホウの分解・組立の作業

「災害時における応急対策業務に関する基本協定」（協定２）

１）九州技術事務所が保有する投下型水位計のヘリコプターによる空輸・設置

２）九州技術事務所が保有する自動降灰量計の運搬・設置・観測・撤去 

３）火山噴火時調査 

４）SfM による画像加工・解析 

５）人工衛星による撮影・画像収集・画像加工及び解析 

「災害時における無人化施工の現場マネジメントに関する基本協定」（協定３）
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１．公告場所 

①九州地方整備局 九州技術事務所 １階掲示板 住所：福岡県久留米市高野１丁目３番１号 

２．公募方法 

（１）技術資料等説明書の交付期間 

平成２９年２月１５日（水）～平成２９年３月１４日（火） 

土曜日、日曜日および祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

  （２）技術資料等説明書の交付場所 

〒８３０－８５７０ 福岡県久留米市高野１丁目３番１号 

（協定１）国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 ２階 施工調査・技術活用課 

 （協定２・３）国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 ３階 火山防災減災課 

（３）交付方法 

手渡しにより交付します。 

３．協定締結参加申請書（技術資料を含む）提出期間 

平成２９年２月１５日（水）～平成２９年３月１４日（火） 

土曜日、日曜日および祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

    ※詳細は、公告及び技術資料等説明書をご覧ください。 

 ＜問い合わせ先＞ 

   国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 

（協定１） 技 術 副 所 長          石田 直己  （内線２０５） 

施工調査・技術活用課長 井手 隆幸 （内線３８１） 

（協定２・３） 技 術 副 所 長          山本 佳久  （内線２０４） 

 火山減災防災課長 堤 宏徳  （内線３４１） 

電 話：０９４２－３２－８２４５（代表） 
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公 告（協定１）

災害時における災害対策用機械の出動等に関する基本協定の締結

次のとおり公告します。 

平成２９年 ２月１５日 

国土交通省 九州地方整備局 

   九州技術事務所長 足立 辰夫 

１．基本協定の概要等 

（１）基本協定名

災害時における災害対策用機械の出動等に関する基本協定 

（２）基本協定の目的 

本協定は、「九州地方整備局防災業務計画」及び「九州技術事務所防災計画」に基づき九州地

方整備局が直轄管理する区間又は直轄管理区間以外（他の地方整備局、地方自治体）において、

災害が発生若しくは災害の発生が予想される場合、九州技術事務所が迅速かつ的確に災害支援活

動を行うことを想定し、あらかじめ履行実施業者を定めておくことにより災害の拡大防止と施設

被害等の早期復旧に期することを目的とする。

（３）基本協定の内容 

本協定の内容は、災害時における災害対策用機械の出動等（以下、「災対機械の出動等」という。）

に関する作業とする。ここで、災対機械の出動等とは九州技術事務所が保有する災害対策用機械（以

下、「災対機械等」という。）の運搬、設置、操作、資機材等の運搬、分解組立型バックホウの分解・

組立の作業とする。

（４）基本協定の区間及び締結予定業者数 

本協定の区間は、九州地方整備局が直轄管理する区間を原則とするが、「九州地方整備局防災

計画」に基づき災害対策本部長、災害支援本部長もしくは、応急対策本部長（九州地方整備局長）

から要請があった場合にはその限りではない。

なお、協定締結業者数は各機械毎に１０社程度とする。 

（５）災対機械等の対象範囲 

基本協定の対象となる九州技術事務所が保有する災対機械等は、技術資料等説明書「別添－１」

のとおりとする。 

なお、技術資料等説明書は、別途交付する。

（６）基本協定の期間 

平成２９年 ４月 １日から 平成３０年 ３月３１日まで 

（７）基本協定締結業者の選定 

本基本協定締結業者の選定については、九州地方整備局管内における次の項目等を技術資料等説

明書「別添－２」の評価項目及び評価基準に基づき総合的に評価し、決定するものとする。

① 工事、業務、役務の提供等における施工実績。

② 災害時等での災対機械等又はそれに類する機械の出動に関する作業（運搬、設置、操作、

分解・組立）の施工実績。なお、ここで言う「それに類する機械」とは、専ら災害対策
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用として用いられる建設機械をいう。 

③ 災害時の応急復旧工事又は災害箇所の調査、測量の作業の実績。

④ 災害時における上記②又は③に関わる協定締結実績。

⑤ 九州地方整備局が保有する災対機械等又はそれに類する機械の製造、保守点検もしくは

修繕の施工実績。

⑥ 派遣作業員数及び資格保有者状況。

⑦ 派遣作業員が所属する部署の所在地から九州技術事務所までの距離。

なお、①～⑤の実績を有しなくても、本公告の募集に参加できる。 

（８）その他 

基本協定締結後、災害等が発生し緊急的に災対機械等の出動等を行う場合は、当該基本協定締結

業者の中から、前項（７）の評価に基づき協定締結業者の優先順位を決定したうえで、速やかに請負

契約を締結するものとする。 

また、災対機械の出動等を行うにあたっては関係法令等を遵守するものとする。

ただし、基本協定締結後においても、災害等の発生や要請がなかった場合は、災対機械の出動等

を行わないことがあることを付記する。 

２．参加資格要件 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。） 第７０条及び第

７１条の規定に該当しない者であること。 

（２）下記①または②のいずれかに該当するもの。

①平成２８・２９・３０年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の

うち「運送」又は「車両整備」又は「船舶整備」で九州・沖縄地域の競争参加資格を有する

者であること。

②九州地方整備局（港湾空港関係を除く。）における平成２９・３０年度の「一般土木工事に

係るＣまたはＤ等級」又は「鋼橋上部工事」又は「維持修繕工事」又は「機械設備工事」に

係る一般競争参加資格の申請をしていること。ただし、認定を平成２９年４月１日時点にお

いて受けていること。

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立てがなされていない

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされてい

ない者であること。 

 ただし、手続開始の申し立てがなされている者においては、以下の①及び②の要件を満たす場

合、参加資格を有するものとする。 

①手続開始の決定を受けていること。

②手続開始の決定後、以下のア）～ウ）を競争参加資格申請場所のいずれか１箇所に提出して

いること。 

ア）更生手続開始決定書又は再生手続開始決定書（鮮明であれば写しでも可） 

イ）許可決定に伴い定款、役員等に変更があった場合には、それを証明する書類 

 （鮮明であれば写しでも可） 

ウ）上記イに伴う競争参加資格審査申請書変更届（物品製造等） 

詳しくは、競争参加者の資格に関する公示（平成２８年１０月３日付官報）による。 

（４）協定締結参加申請書（技術資料を含む）の提出期限の日から協定締結の日までの期間に、九州

地方整備局長から指名停止を受けていないこと。 

（５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者、又はこれに準ずるものとして、国土
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交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

（６）九州地方整備局管内に本店、支店又は営業所が所在し、派遣作業員が所属する部署の所在地か

ら九州技術事務所まで概ね９０分で到着できること。 

（７）本協定は災害時等の緊急時を想定しており、連絡体制の確実性、簡素化を図る必要があることから、

協定締結対象者は、単体（経常共同企業体を除く）で参加資格を満足する社を対象とする。 

（８）技術資料等説明書の交付を受けた者であること。 

３．技術資料の総合的な評価に関する事項 

技術資料等説明書に示す各評価項目について、評価基準に基づき評価する。 

４．本協定に関する手続等 

（１）担当部局 

〒８３０－８５７０ 

  福岡県久留米市高野１丁目３番１号 （電話 ㈹０９４２－３２－８２４５） 

 国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 施工調査・技術活用課 

 担 当  ： 専門官  黒田 （内線５０２） 

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法 

①交付期間：平成２９年２月１５日（水）から平成２９年３月１４日（火）までの土曜日、日曜日及

び祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。

②交付場所：〒８３０－８５７０

福岡県久留米市高野１丁目３番１号 

国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 施工調査・技術活用課 

③交付方法：手渡しにより交付する。

（３）基本協定締結参加申請書（技術資料を含む）の提出期限、場所及び方法 

①提出期間：平成２９年２月１５日（水）から平成２９年３月１４日（火）までの土曜日、日曜日及

び祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

②提出場所：上記４（２）②に同じ。

③提出方法：持参又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提出期

間内に必着。）により提出する。 

５．その他 

（１）技術資料の作成要領、基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については、技術資料等説明

書による。

（２）その他、詳細は技術資料等説明書による。 
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公    告（協定２） 

 

災害時における応急対策業務に関する基本協定の締結 

 

 次のとおり公告します。 

 

 平成２９年 ２月１５日 

国土交通省 九州地方整備局 

                          九州技術事務所長 足立 辰夫 

 

１．基本協定の概要等 

（１）基本協定名 
災害時における応急対策業務に関する基本協定 

 

（２）基本協定の目的 

本協定は、「九州地方整備局防災業務計画」及び「九州技術事務所防災計画」に基づき九州地

方整備局が直轄管理する区間又は直轄管理区間以外（他の地方整備局、地方自治体）において、

災害が発生若しくは災害の発生が予想される場合、九州技術事務所が迅速かつ的確に災害支援活

動を行うことを想定し、あらかじめ履行実施業者を定めておくことにより災害の拡大防止と早期

復旧に期することを目的とする。 
 

（３）基本協定の内容 

本協定の内容は、災害時における応急対策業務とする。ここで、応急対策業務とは下記に示す内

容を想定しているが、本基本協定締結業者が対応可能な範囲とする。 
１）投下型水位計のヘリコプターによる設置（空輸・投下） 
２）火山噴火時調査 

・自動降灰量計の運搬・設置・観測・点検・撤去 
・無人航空機による火山灰採取・分析 
・簡易降灰量計の設置・回収・分析・データ整理・撤去 
・降灰量調査（データ分析含む） 
・火山灰堆積厚調査 
・浸透能調査 

    ３）SfM による画像加工及び解析（撮影・画像収集含む） 
    ４）人工衛星による撮影・画像収集・画像加工及び解析 
   投下型水位計 1 基、自動降灰量計 1 基は、九州技術事務所が保有している。 

降灰量調査、浸透能調査の機材については、九州技術事務所からの貸与が可能である。 
 
（４）基本協定の区間及び締結予定業者数 

本協定の区間は、九州地方整備局が直轄管理する区間を原則とするが、「九州地方整備局防災

業務計画」に基づき災害対策本部長、災害支援本部長もしくは、応急対策本部長（九州地方整備

局長）から要請があった場合にはその限りではない。 
なお、協定締結業者数は１．（３）基本協定の内容毎に１０社程度とする。 

 

（５）基本協定の期間 

平成２９年 ４月 １日から 平成３０年 ３月３１日まで 

 
（６）基本協定締結業者の選定 
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本基本協定締結業者の選定については、九州地方整備局管内における次の項目等を技術資料等説

明書「別添－１」の評価項目及び評価基準に基づき総合的に評価し、決定するものとする。 
① 業務実施体制 

② 技術士の在勤人数 

③ 測量士等の在勤人数 

④ 業務又は役務の実績 

⑤ 業務成績 

 

（７）その他 

基本協定締結後、災害等が発生し緊急的に応急対策業務を行う場合は、当該基本協定締結業者の

中から、前項（６）の評価に基づき協定締結業者の優先順位を決定したうえで、速やかに請負契約を

締結するものとする。 

また、応急対策業務を行うにあたっては関係法令等を遵守するものとする。 
ただし、基本協定締結後においても、災害等の発生や要請がなかった場合は、応急対策業務の出

動等を行わないことがあることを付記する。 

 

２．参加資格要件 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。） 第７０条及び第

７１条の規定に該当しない者であること。 

 

（２）競争参加資格 
①「１．（３）基本協定の内容 」で１）を希望の場合 

平成２８・２９・３０年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の九

州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。 
②「１．（３）基本協定の内容」で２）～４）を希望の場合 

九州地方整備局（港湾空港関係を除く。）における平成２９・３０年度の「土木関係建設コン

サルタント業務に係る一般競争（指名競争）参加資格」又は「地質調査業務に係る一般競争（指

名競争）参加資格」又は「測量業務に係る一般競争（指名競争）参加資格」の申請をしているこ

と。ただし、平成２９年４月１日時点において認定を受けていること。 
 

（３）協定締結参加申請書（技術資料を含む）の提出期限の日から協定締結の日までの期間に、九州

地方整備局長から指名停止を受けていないこと。 

 

（４）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者、又はこれに準ずるものとして、国土

交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

 

（５）九州地方整備局管内に本店、支店又は営業所が所在すること。 
また、「１．（３）基本協定の内容」で２）～４）を希望する場合は以下の①または②のいずれ

かの資格を保有する技術者が在勤であること。 

①技術士（総合技術監理部門、建設部門、応用理学部門[選択科目：地質]）、又は RCCM（河川、

砂防及び海岸・海洋部門、道路部門、地質部門）を有する者 

②測量士 
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（６）業務又は役務の実績 

①「１．（３）基本協定の内容 」で１）を希望の場合 
平成 18 年度以降公示日までに完了した役務又は業務（再委託による実績は含まない）

の実績を有すること。なお、実績は、国、都道府県、政令市、市町村、特殊法人等、特別

地方公共団体、地方公社等、公益法人が発注した役務又は業務を対象とする。 
 
②「１．（３）基本協定の内容」で２）～４）を希望の場合 

平成 18 年度以降公示日までに完了した業務（再委託による業務の実績は含まない）の

実績を有すること。なお、実績は、国、都道府県、政令市、市町村、特殊法人等、特別地

方公共団体、地方公社等、公益法人が発注した契約金額 100 万円を超える業務を対象とす

る。 
 

（７）本協定は災害時等の緊急時を想定しており、連絡体制の確実性、簡素化を図る必要があることから、

協定締結対象者は、単体（経常共同企業体を除く）で参加資格を満足する社を対象とする。 

 

（８）技術資料等説明書の交付を受けた者であること。 

 

３．技術資料の総合的な評価に関する事項 

   技術資料等説明書に示す各評価項目について、評価基準に基づき評価する。  

 

 

４．本協定に関する手続等 

（１）担当部局 

  〒８３０－８５７０ 

   福岡県久留米市高野１丁目３番１号 （電話 ㈹０９４２－３２－８２４５） 

     国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 火山防災減災課 

             担当 ： 主任 平野 （内線３４３） 

 

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法 

①交付期間：平成２９年２月１５日（水）から平成２９年３月１４日（火）までの土曜日、日曜日及

び祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 
  ②交付場所：〒８３０－８５７０ 

                福岡県久留米市高野１丁目３番１号 

                国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 火山防災減災課 

  ③交付方法：手渡しにより交付する。 

 

（３）基本協定締結参加申請書（技術資料を含む）の提出期限、場所及び方法 

①提出期間：平成２９年２月１５日（水）から平成２９年３月１４日（火）までの土曜日、日曜日及

び祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

②提出場所：上記４（２）②に同じ。 

③提出方法：持参又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提出期

間内に必着。）により提出する。 

 

５．その他 

（１）技術資料の作成要領、基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については、技術資料等説明

書による。 
 

（２）その他、詳細は技術資料等説明書による。 
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公    告（協定３） 

 

災害時における無人化施工の現場マネジメントに関する基本協定の締結 

 

 次のとおり公告します。 

 

 平成２９年 ２月１５日 

国土交通省 九州地方整備局 

                          九州技術事務所長 足立 辰夫 

 

１．基本協定の概要等 

（１）基本協定名 
災害時における無人化施工の現場マネジメントに関する基本協定 

 

（２）基本協定の目的 

本協定は、「九州地方整備局防災業務計画」及び「九州技術事務所防災計画」に基づき九州地

方整備局が直轄管理する区間又は直轄管理区間以外（他の地方整備局、地方自治体）において、

災害が発生若しくは災害の発生が予想される場合、九州技術事務所が迅速かつ的確に災害支援活

動を行うことを想定し、あらかじめ履行実施業者を定めておくことにより災害の拡大防止と早期

復旧に期することを目的とする。 
 

（３）基本協定の内容 

本協定の内容は、災害時における無人化施工の現場マネジメントとする。無人化施工の現場マネ

ジメントとは、人命救助等、九州地方整備局が指示する事項について、遠隔操縦式重機を用いた

工事の施工計画を検討することを想定している。 
（４）基本協定の区間及び締結予定業者数 

本協定の区間は、九州地方整備局が直轄管理する区間を原則とするが、「九州地方整備局防災

業務計画」に基づき災害対策本部長、災害支援本部長もしくは、応急対策本部長（九州地方整備

局長）から要請があった場合にはその限りではない。 
なお、協定締結業者数は１０社程度とする。 

 

（５）基本協定の期間 

平成２９年 ４月 １日から 平成３０年 ３月３１日まで 
 
（６）基本協定締結業者の選定 

本基本協定締結業者の選定については、九州地方整備局管内における次の項目等を技術資料等説

明書「別添－１」の評価項目及び評価基準に基づき総合的に評価し、決定するものとする。 
① 工事又は業務の実績 

② 災害時における応急復旧工事又は関係する業務の実績 

③ 災害時における協定締結実績 

④ 事務所までの距離 

⑤ 派遣技術者の実績 

 

（７）その他 

基本協定締結後、災害等が発生し緊急的に無人化施工の現場マネジメントを行う場合は、当該基

本協定締結業者の中から、前項（６）の評価に基づき協定締結業者の優先順位を決定したうえで、速

やかに請負契約を締結するものとする。 
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また、無人化施工の現場マネジメントを行うにあたっては関係法令等を遵守するものとする。 
ただし、基本協定締結後においても、災害等の発生や要請がなかった場合は、無人化施工の現場

マネジメントの出動等を行わないことがあることを付記する。 

 

２．参加資格要件 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。） 第７０条及び第

７１条の規定に該当しない者であること。 

 

（２）九州地方整備局（港湾空港関係を除く。）における平成２９・３０年度の「土木関係建設コン

サルタント業務に係る一般競争（指名競争）参加資格」の申請をしていること。ただし、平成２

９年４月１日時点において認定を受けていること。 
 

（３）協定締結参加申請書（技術資料を含む）の提出期限の日から協定締結の日までの期間に、九州

地方整備局長から指名停止を受けていないこと。 

 

（４）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者、又はこれに準ずるものとして、国土

交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

 

（５）九州地方整備局管内に本店、支店又は営業所が所在し、以下のいずれかの資格を保有する技術

者が在勤であること。 

技術士（総合技術監理部門、建設部門、応用理学部門[選択科目：地質]） 

RCCM（河川、砂防及び海岸・海洋部門、道路部門、地質部門）を有する者 

 

（６）平成 14 年度以降公示日までに完了した業務（再委託による業務の実績は含まない）また

は工事（元請けの実績のみ。共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上の

場合に限る）について、遠隔操縦式重機を用いた工事又は業務に関する実績を有すること。

なお、国、都道府県、政令市、市町村、特殊法人等、特別地方公共団体、地方公社等、公益

法人が発注した契約金額 100 万円を超える業務又は工事を対象とする。 

 

（７）本協定は災害時等の緊急時を想定しており、連絡体制の確実性、簡素化を図る必要があることから、

協定締結対象者は、単体（経常共同企業体を除く）で参加資格を満足する社を対象とする。 

 

（８）技術資料等説明書の交付を受けた者であること。 

 

３．技術資料の総合的な評価に関する事項 

   技術資料等説明書に示す各評価項目について、評価基準に基づき評価する。  

 

４．本協定に関する手続等 

（１）担当部局 

  〒８３０－８５７０ 

   福岡県久留米市高野１丁目３番１号 （電話 ㈹０９４２－３２－８２４５） 

     国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 火山防災減災課 

             担当 ： 主任 平野 （内線３４３） 

 

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法 

①交付期間：平成２９年２月１５日（水）から平成２９年３月１４日（火）までの土曜日、日曜日及

び祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 
  ②交付場所：〒８３０－８５７０ 

                福岡県久留米市高野１丁目３番１号 
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                国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 火山防災減災課 

  ③交付方法：手渡しにより交付する。 

 

（３）基本協定締結参加申請書（技術資料を含む）の提出期限、場所及び方法 

①提出期間：平成２９年２月１５日（水）から平成２９年３月１４日（火）までの土曜日、日曜日及

び祝祭日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで。 

②提出場所：上記４（２）②に同じ。 

③提出方法：持参又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提出期

間内に必着。）により提出する。 

 

５．その他 

（１）技術資料の作成要領、基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については、技術資料等説明

書による。 
 

（２）その他、詳細は技術資料等説明書による。 
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